２３公立東京給第１７７８号
平成２４年３月３０日
各所属所長　殿
公立学校共済組合東京支部長

大　原　　正　行

（公印省略）
高額療養費の外来現物給付化及び限度額適用認定証の交付手続について（通知）
　標記の件について、健康保険法施行令等の一部を改正する政令（平成23年政令第327号）等が公布され、従来の入院療養等に加え平成24年4月1日より、外来診療を受ける場合も対象となりましたので、下記のとおり通知します。
　各所属所におかれては、速やかに組合員に周知くださいますようお願いします。
記

１　高額療養費の外来現物給付化

　同一の医療機関等において、同一月の外来診療の窓口負担が自己負担限度額を超える場合は、高額療養費を事後に組合員に支給する手続に代えて医療機関等に支給することで、窓口での支払を自己負担限度額までにとどめる取扱い（現物給付化）を導入するものです。
導入により、窓口支払の負担が軽減されます。（柔道整復、鍼灸、あん摩マッサージ師の施術は対象外）
　詳細については、別紙「高額療養費の外来現物給付化Ｑ＆Ａ」を参照してください。

（１）自己負担限度額（地方公務員等共済組合法施行令第23条の3の4関係)
	所得区分
	要　　件
	自己負担限度額（１か月当たり）

	上位所得者
	給料月額424,000円以上
	150,000＋(医療費－500,000円)×1％
＜多数回該当　83,400円＞

	
	
	

	一般
	給料月額424,000円未満
低所得者を除く
	80,100＋(医療費－267,000円)×1％
＜多数回該当　44,400円＞

	
	
	

	低所得者
	組合員が区市町村民税非課税等
	35,400円
＜多数回該当　24,600円＞

	
	
	


※　多数回該当とは、窓口負担が自己負担限度額を超える月が過去12月以内に3月以上あったときに、4月目から適用されます。
※　軽減の対象となるのは、同一月における窓口負担（医療機関ごと、入院・外来・調剤・訪問看護ごと）が自己負担限度額を超える高額な診療を受ける場合です。（抗がん剤治療を継続的に受けている方や日帰り手術をされる方などが該当します。）
（２）高額療養費の現物給付化の流れ
例：抗がん剤治療により、1か月当たりの医療費100万円





　　※　これまで、窓口負担は30万円でしたが、限度額適用認定証を提示することにより、窓口負担は約9万円（所得区分が「一般」の場合）となります。

２　限度額適用認定証の申請方法

　ひと月の窓口負担がおおむね自己負担限度額を超えると見込まれる場合は、「限度額適用認定申請書」〔用紙No.限度額〕に必要事項を記入し、所属所経由で給付貸付課資格係に提出し交付を受けてください。
　組合員又は被扶養者が、医療機関等の窓口で組合員証又は被扶養者証と併せて限度額適用認定証を提示することにより、窓口負担額は所得区分に応じた自己負担限度額に軽減されます。
※　任意継続組合員の方は、直接共済組合に限度額適用認定申請をしてください。
※　「高齢受給者証」をお持ちの方（70歳以上の方）は窓口で「高齢受給者証」を提示してください。限度額適用認定申請は必要ありません。
３　その他
　　既に限度額適用認定証の交付を受けた方は、当該認定証の有効期限までは、外来診療についても軽減措置を受けられますので、再交付の申請は不要です。
＜問い合わせ先＞
○　高額療養費の外来現物給付化について
給付貸付課短期給付係　０３－５３２０－６８２７
○　限度額適用認定証の申請方法について

給付貸付課資格係　　　０３－５３２０－６８２６




































②高額療養費


（約21万円）の支払い








医療機関等








共済組合





①窓口で一定の限度額（約9万円）支払い





③附加給付


（約7万円）の支給








組合員














